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戦略のポイント① バイオ関連市場の拡大

⚫ バイオ関連市場の中でも、我が国の強みを活かしつつ、大きな成長が見込める分野に
ついて、市場領域ごとに2030年時点の目標を設定

⚫ 具体的には、以下のような市場領域施策を推進

2030年時点で現在の約5割増の総額92兆円の市場規模を目指す

バイオ製造

32.5兆円 → 53.3兆円
➢ 合成生物学の実用化を含むバイオものづくりの開発・

生産体制の整備
➢ バイオプラスチック導入に向けた技術開発支援 など

一次生産等

0.8兆円 → 2.7兆円
➢ 農業の自動化、ゲノム編集など最先端のテクノロジーを

駆使した育種
➢ 木材活用大型建築の設計技術の整備 など

健康・医療
26.5兆円 → 36.3兆円
➢ ワクチンを含むバイオ医薬品の開発・生産体制の強化
➢ 大規模ゲノム・データ基盤の構築 など

畑で分解する
プラスチック

植物由来の
自動車用素材

木材活用大型建築
高機能食品、
安全安心な食品

デジタルヘルス革新的バイオ製品
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戦略のポイント② バイオコミュニティの形成

⚫ 研究開発から事業化までを投資と迅速につなげるためには、大企業やスタートアップ、投資
家が一つ屋根の下にある「アンダーワンルーフ」が必要

⚫ このため、国による認定制度を通じ、バーチャル・アンダーワンルーフ型のバイオコミュニティを
形成し、人材・投資を呼び込み、市場に製品・サービスを供給するための体制を構築

⚫ 2022年度までに、日本を代表する大規模な「グローバルバイオコミュニティ」を東京圏と関
西圏に形成する予定

⚫ また、2021年6月には、地域に応じた特色ある取組を展開する「地域バイオコミュニティ」を
全国4か所に形成（北海道、鶴岡、長岡、福岡）しており、更に拡大する予定

全国にバイオコミュニティ群を形成することで、各市場領域でバリューチェーンを構築

ネットワーク機関
研究開発機関

病院
自治体

バイオ製造実証
機関

ベンチャー

企業等投資ファンド等

インキュベーション
機関 認 定

バイオコミュニティ
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戦略のポイント③ データ基盤の整備

⚫ バイオインフォマティクスの進展は著しく、バイオ分野の研究開発・事業化におけるデータ収
集・分析の重要性は増している（コロナ禍で世界的に認識）

⚫ 他方、食品、健康・医療、農業、バイオマスなど、バイオ分野は多岐にわたるため、データは
数多く存在するものの、統一的な連携が困難な状況

⚫ このため、政府全体の共通の取組を前提に、2022年度中に、バイオデータの連携・利活用
に関するガイドラインを策定し、研究開発・事業化に必要なデータ基盤を構築

異分野を含む幅広く、柔軟なデータ連携を可能とする環境を構築

バイオデータの連携・利活用に関するガイドラインの策定＋

研究開発プロジェクトにおけるデータ利活用プラットフォームの構築・拡充

バイオ分野内データ連携

土壌関連
データ

スマート育種
データ

食・マイクロ
バイオーム・健康
情報データ

ゲノム・データバイオものづくり支援
データ
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まとめ

⚫ コロナ禍や気候変動といった情勢変化を踏まえ、バイオ分野が世界的にも大変注目
される中、バイオエコノミーの推進は一層重要

⚫ 日本のバイオ戦略は、「2030年に世界最先端のバイオエコノミー社会を実現」す
ることを全体目標として、以下の三つの中核的な取組からなる

⚫ バイオ製造、一次産業等、健康・医療の各分野における市場領域施策を推進
し、2030年時点で総額92兆円の市場規模を目指す

⚫ 日本を代表する大規模なバイオコミュニティを2022年度までに形成し、人材・
投資を呼び込み、市場に製品・サービスを供給するための体制を構築

⚫ バイオデータの連携・利活用に関するガイドラインを2022年度中に策定し、
研究開発・事業化に必要なデータ基盤を構築

⚫ バイオ分野の推進には国際連携が不可欠であると同時に、OECD加盟国をはじめ
基本的価値観を共有する国との間で協力を発展させる高いポテンシャルがある
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関西の地域特性、強みと課題



関西の強みと課題
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バイオ関連産業の集積

研究拠点と知の集積

地域の魅力

将来への期待

✓ 歴史的に、医薬品、医療機器、醗酵などのバイオ産業が集積している
✓ 東部大阪を中心に、医療機器の開発製造など、高度な技術を持つものづくり中小企業が集積している
✓ バイオ関連のCMO（受託製造）やCDMO（受託開発製造）事業が近年積極的に拡大されている

✓ 高度な研究機関や質の高い研究者が集積している
✓ iPS 細胞やがん免疫療法など、再生医療や免疫の分野で先端的な研究開発が進展している
✓ スーパーコンピューターなどにおいても、先端分野の研究開発をリードしている
✓ 研究開発型の民間企業が多く存在する
✓ 幅広い分野の多様なクラスターが発達しておりコンパクトに集積している

✓ 大阪・京都・神戸は魅力的な都市として国際的な認知度が高い
✓ 関西国際空港は関西の玄関口であり、海外、特にアジアとのつながりが強い
✓ オフィス賃料や工業団地借料なども比較的安価であり優れたコスト競争力を有する

✓ 研究開発型産業振興のための大型プロジェクトが多く推進されている
✓ スタートアップ企業輩出の素地があり期待されている
✓ 大阪・関西万博2025が予定されており、未来志向が醸成されつつある

✓ ベンチャー化のマインド、人材、
資金が不足

✓ スタートアップの認知度が低い
✓ 経営を担うCXO人材の不足
✓ 関西としてのまとまりがない

課 題



研究拠点と知の集積

バイオ関連産業の集積

地域の魅力

集積

支援

連携

連携・連鎖の加速

集積から連携へ
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京都大学
京都大学iPS細胞研究所(CiRA)
京都大学iPS細胞研究財団（CiRA-F)
理化学研究所(けいはんな)
地球環境産業技術研究機構（RITE）
京都リサーチパーク(KRP)

大阪大学
公立大学法人大阪
医薬基盤・健康・栄養研究所
国立循環器病研究センター
産業技術総合研究所(関西センター)
理化学研究所(吹田)
彩都、健都、中之島
関西医薬品協会、道修町
近畿バイオインダストリー振興会議
都市活力研究所、LINK-J WEST

神戸大学
理化学研究所(神戸)
神戸医療産業都市(KBIC)/スーパーコンピュータ 「富岳」
先端バイオ工学推進機構(OEB)
次世代バイオ医薬品製造技術研究組合(MAB)
バイオロジクス研究・トレーニングセンター(BCRET)
播磨科学公園都市/大型放射光施設「SPring-8」

* 京阪神スタートアップアカデミア・コアリション/文科省
** 関西イノベーションニシアティブ/経産省

KSAC*、KSII**などの取組みにより

大学や研究機関の連携が進みつつある

大阪・京都・ひょうご神戸コンソーシアム*の

取組みによりスタートアップ支援が始まっている

* スタートアップ・エコシステム拠点都市/内閣府

BiocKの取組みにより

連携・連鎖をさらに加速させる

幅広い市場領域において

バイオエコノミー社会を実現



バイオコミュニティ関西について



バイオコミュニティ関西について
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ゴール 関西を拠点にバイオ分野における究極のエコシステムをつくる

ビジョン
持続可能な社会実現のため、バイオファーストの発想を広げ、
グローバルバイオコミュニティの形成をめざす

キーワード 「集積」から「連携」へ つなぐ、つなげる、つながる

コミュニティの
あり方

✓ 「産業界」中心のコミュニティとする
✓ バイオ界全体の連携を強化する
✓ 新たなイノベーションにつなげる

アクション
プラン

✓ イノベーションの促進
✓ ネットワーク形成促進
✓ 国内外への情報発信

「集積」 から 「連携」 へ！

「連携」が意味すること
ネットワーク機関が中心となって、コミュニティ内の人と情報の交
流を促進することにより、各機関がお互いの状況を深く理解し、
適切な情報共有が進む状態をつくり出し、必要なパートナーと
協力し、人・モノ・金・情報の好循環が進み、経済的な成長を
達成するとともに、グローバルな存在感を増している状態

名称
✓ バイオコミュニティ関西
✓ Biocommunity Kansai
✓ 略称 BiocK（バイオック）

設立・認定
✓ 2021年7月1日設立
✓ 2022年4月22日 内閣府より

グローバルバイオコミュニティに認定



バイオコミュニティ関西の組織

バイオコミュニティ関西
（略称：BiocK）

委員会
（委員長、副委員長、委員）

事務局
近畿バイオインダストリー振興会議

都市活力研究所

アドバイザー
（有識者）

分科会１ 分科会２ 分科会３

拠点：うめきた２期（予定）

分科会４ 分科会５

バイオ関連企業

経済団体バイオベンチャー
中小企業

アカデミア

研究機関病院

国

地域クラスター地方公共団体

銀行

国内外の
ファンド等

ベンチャー
キャピタル

連携・支援・協力
連携機関
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バイオコミュニティ関西 委員構成 2022年2月1日現在

委

員

役

員

委員長 澤田 拓子 関西経済連合会ベンチャー・エコシステム委員会 委員長

副委員長 諸冨 隆一
関西経済連合会ベンチャー・エコシステム委員会 副委員長
関西経済同友会関西ブリッジフォーラム委員会 委員長

副委員長
統括ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

坂田 恒昭
NPO法人近畿バイオインダストリー振興会議 副理事長
大阪商工会議所ライフサイエンス振興委員会 副委員長
全国バイオコミュニティ連絡会 会長

事務局長 高田 清文 NPO法人近畿バイオインダストリー振興会議 専務理事
事務局次長 生井 昌樹 公益財団法人都市活力研究所 専務理事

事務局 NPO法人近畿バイオインダストリー振興会議 公益財団法人都市活力研究所

関西経済連合会
関西経済同友会

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所
国立研究開発法人国立循環器病研究センター
国立研究開発法人産業技術総合研究所関西センター
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
国立研究開発法人理化学研究所
独立行政法人製品評価技術基盤機構
公益財団法人地球環境産業技術研究機構
株式会社国際電気通信基礎技術研究所
関西健康・医療創生会議

大阪府 大阪市
兵庫県 神戸市
京都府 京都市

関西医薬品協会
日本貿易振興機構大阪本部
独立行政法人中小企業基盤整備機構近畿本部
一般社団法人ライフサイエンス・イノベーション・ネットワーク・ジャパン
一般財団法人バイオインダストリー協会

大阪大学
京都大学
神戸大学
徳島大学
公立大学法人大阪

大阪商工会議所
京都商工会議所
神戸商工会議所
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分科会構成 2022年5月1日現在

分科会名称 社会課題分野 取組内容 リーダー機関 備考

バイオメタン分科会 環境・エネルギー エネルギーのカーボンニュートラル化 大阪ガス株式会社

産
官
学
か
ら
多
く
の
研
究
機
関
が
参
画
予
定

プラスチック分科会 環境・エネルギー バイオプラスチック サラヤ株式会社

メンタルヘルス分科会 ヘルスケア 社会生産性の向上 塩野義製薬株式会社

パーソナルデータ分科会 ヘルスケア パーソナルデータの利活用 西日本電信電話株式会社

麹菌（国菌）ウェルビーイング分科会 生活習慣改善ヘルスケア 麹菌の健康効果、美容効果の解明 月桂冠株式会社

スマートカルチベーション分科会 持続的一次生産システム 一次産業におけるバイオ機能の最大限活用 ヤンマーホールディングス株式会社

バイオファウンドリ・クラスター分科会 モノづくりバリューチェーン バイオモノづくり 株式会社バッカス・バイオイノベーション

スタートアップ分科会 スタートアップ支援 関西におけるスタートアップ支援 株式会社三井住友銀行

ビッグデータヘルスケア分科会 全般 バイオデジタル NPO法人バイオグリッドセンター関西

デジタルバイオヘルス分科会 ヘルスケア 総合健康産業都市 国立循環器病研究センター研究所 JST共創の場

フォトニクス生命工学分科会 ヘルスケア フォトニクス生命工学 大阪大学 JST共創の場

フードロス分科会 持続的一次生産システム 革新的低フードロス共創拠点 大阪大学 JST共創の場

未来型都市分科会 持続可能社会 未来型知的インフラモデル発信 大阪大学 JST共創の場

バイオマス分科会 カーボンニュートラル バイオマス技術によるカーボンゼロエミッション
の実現

東京農工大学 JST共創の場

細胞製造分科会 再生医療 細胞製造エコシステムの構築 大阪大学 AMED

モダリティー分科会 ヘルスケア 抗体・遺伝子治療製品・ワクチン製造 次世代バイオ医薬品製造技術研究組
合(MAB組合)

AMED・NEDO

ホワイトバイオ分科会 ホワイトバイオ関連 バイオファウンドリ事業 大阪大学(代表世話人) NEDO

新たな分科会の中核機能を担う 「企業」 ・ 「産学官連携プロジェクト」 募集中

16



社会課題への貢献

分科会名称
バイオ戦略2020における市場領域 SDGｓ

①素材 ②プラ ③一次 ④廃棄 ⑤ﾍﾙｽ ⑥医療 ⑦生産 ➇分析 ➈林業

バイオメタン分科会

プラスチック分科会

メンタルヘルス分科会

パーソナルデータ分科会

麹菌（国菌）ウェルビーイング分科会

スマートカルチベーション分科会

バイオファウンドリ・クラスター分科会

スタートアップ分科会

ビッグデータヘルスケア分科会

デジタルバイオヘルス分科会

フォトニクス生命工学分科会

フードロス分科会

未来型都市分科会

バイオマス分科会

細胞製造分科会

モダリティー分科会

ホワイトバイオ分科会
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2022年5月1日現在



分科会名称 ：ビッグデータヘルスケア分科会
社会課題分野：全般
取組内容 ：バイオデジタル
リーダー機関： NPO法人バイオグリッドセンター関西

NPO法人バイオグリッドセンター関西

（大阪大学サイバーメディアセンター）

理事長 下條 真司

2022年2月1日



高付加価値ヒューマンデータ=PLR(パーソナル・ライフ・レコード )

社会生活で発生する
医療・健康データ

既往歴 投薬

ケアプラン
血液型

バイタル情報

診療記録

PHR
（パーソナル・ヘルス・レコード）

日常生活データ

発話

◼ 健康データと日常生活データの継続的な蓄積を可能にする基盤がPLR

これまで把握できなかった
パーソナルデータを蓄積

個人A

PLR

個人C
PLR

PLRで
つながる社会

個人D
PLR

個人E
PLR

個人F
PLR

個人G
PLR

個人B
PLR

これまでに解決が困難であっ
た

様々な社会課題を解決
PHRでは取得できない
生活関連データ
（PLRの特長）

生活環境データ

個人A

姿・表情

行動

趣味・嗜好

性格

位置

活動状況

イベント

環境

1. 拠点概要



PLR基盤の仕組み（情報システム基盤）

アプリ連携、同意制御API群 PLR/EHR連携

Primary Database

PLR/PHRデータセットが格納される。個人単位でアクセスす
ることが目的。機械学習へのデータ利用を考慮し、
Key/Valueは、64bit Long値にてデータ保持。それぞれの
データは、座標値として表現。行列演算が可能な構造となっ
ている。

利用者様

同意/公開設定
Database

個人情報の公開同意
情報を管理する。

研究施設

研究目的に合致したcriteria

を元に、データ抽出参照を実施

する。

Data Lake Database

超分散サーバにて処理全ての次元
indexを保持し、柔軟な検索に対応。

Dataset Definition

各種データセット構造を定義
する。解析組織による分析に
よりフィードバックが行われ
る。

機械学習エンジン

Data Lakeのデータを元に

データ分析を実施

データセット
定義・解析組織

管理者

医療機関にて発生した所見、

診断、検査結果、投薬等の

データを、希望患者様の要望

により、PHR個人記録として

提供

医療機関

データレイク

データセット定義Dynamic Consent

秘密分散・計算

AI技術群

情報基盤| Personal Life Records

患者行動・症状が容易に収集

できる仕組み

利用者様スマート
フォン

IoTデバイス

利用端末 研究者

診断端末 医師

分析端末

構造化

PLR
記録

参照

抽出
参照

PLR
記録

参照

フィード
バック

分析
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BiocK

ビッグデータヘルスケア分科会

・データ管理・提供事業者 LINC

・計測事業者 ・各社健保組合など

バイオグリッド

分科会 分科会 分科会

連携する分科会の中期・５か年計画と連携、討議しながら進めていく予定。
万博、うめきた２期、ordenへの展開を目指す



2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

健康DXサービス

分科会連携

学習データ収集
プレ事業開始

サービス開始スキーム構築 事業会社設立

連携内容検討 連携PJ発足 連携PJ推進



ソリューション提供
・疾患予防による医療費削減
・健康関連食品の販売
・健康関連グッズの販売
・その他行動変容サービス 運動、旅行、買い物

健康DXサービス
・発症予測サービス事業・行動変容サービス

受益者

個人（来街者、沿線住民）

各社健保組合

LINC
予測モデル開発

データ関連コンサル

PHR
健保組合・個人

阪大S5関係事業者

神戸リサコン関係事業者など

ファウンドリー

サービス提供事業者

システム開発事業者

データ管理、提供

測定事業者

データ提供者

想定事業者

お金の流れ

学習データの流れ

入力：個人の健診データ
出力：発症予測



パーソナルデータ分科会

社会課題分野：ヘルスケア

取組内容：パーソナルデータの利活用

リーダー機関：西日本電信電話株式会社

【代表者】
・NTT西日本 執行役員 ビジネス営業本部 エンタープライズビジネス営業部長 北山 泰三

【リーダ】
①NTT西日本 ビジネス営業本部 エンタープライズビジネス営業部
エンタープライズビジネス推進部門 地域プロデュース担当 部長 寺田 雅人

②NTT西日本 ビジネス営業本部 エンタープライズビジネス営業部
エンタープライズビジネス推進部門 地域プロデュース担当 スマートシティ推進グループ 担当部長 滝本 泰士
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パーソナルデータ分科会のめざす姿

⚫ パーソナルデータ分科会では、ヘルスケア領域でのグローバルスタートアップ や 新サービス創出に資する「パーソナルヘルスデータの利活用
環境」に必要な要件を整理し、関西における新たなデジタルヘルスビジネス拠点の整備に貢献

データ
プロバイダ
（例）

国立
研究機関

自治体
(EHR+
PHR)

共同研究
参加団体
(EHR)

共同研究
参加団体
(PHR)

大学
研究データ …

サービス
プロバイダ
（例）

ヘルスケア/AI
スタートアップ

オープンイノベーションで
事業創出を目指す企業

医療や情報工学系
の大学生

…

パーソナルデータ流通基盤

⚫ データ利活用を促すための
アーキテクチャ

⚫ パーソナルデータの取り扱いに
関するルール

検証観点

オープン
データ

シェアクロー
ズドデータ

データ基盤

秘密計算

クローズド
データ

1

パーソナルデータ流通基盤の要件整理

– パーソナルデータの利活用における
現状課題の整理と解決方法を検討し、
データの流通保証・安定運用可能な
アーキテクチャ要件を整理

– パーソナルデータの種類やオプトイン有無
等に応じたデータ利活用ルールやトラス
ト付与方法等を整理

1

Living Labの要件整理

– 事業創出に資するリビングラボの
事業モデル・プロセス、具備すべき機能
を整理

2

活動内容取組の全体像 活動主体

NTT西日本が
中心となって

実施

順次メンバーを
募集・拡大して

実施

Living Lab（デジタルヘルスビジネス拠点）2

別紙1

別紙2
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⚫ 関西に散在する様々なヘルスケア・医療データをつなぎ合わせる仕掛けとなる「パーソナルデータ流通基盤」について
「技術」・「運用ルール」の両観点から要件を整理し、要件の精緻化、社会実装に向けた示唆抽出を図る

技術

ルール

パーソナルデータ分科会の取り組み ＜期間：1年程度＞ 社会実装/運用

アーキテクチャ要件整理

✓パーソナルデータ利活用における現状の
課題整理

✓課題解決や利活用促進に必要となる
要件の整理

（実証環境）

✓クイックかつスモールに実証環境を整備し
フィージビリティスタディを実施

パーソナルデータ流通基盤の
社会実装/運用

✓要件整理を踏まえたパーソナルデータ
流通基盤構築
(要件定義/設計/開発)

✓ルールに基づく運用

パーソナルデータの取り扱いに
関する現状棚卸

✓医療・ヘルスケアに関する「パーソナル
データ」取り扱いルールの調査

✓現行ルールを踏まえた実証環境での
パーソナルデータの取り扱い方針整理

パーソナルデータの取り扱いに
関する要望整理

✓実証環境でのフィージビリティスタディを
通じて洗い出されたパーソナルデータの
取り扱いに関する課題を取り纏め

✓個人情報の取り扱いについて、
他分科会と連携して整理を実施

パーソナル
データ

流通基盤
要件整理

【別紙1】 パーソナルデータ流通基盤の要件整理1
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⚫ 関西発グローバルスタートアップの創出に向けて、分科会に参画する新たなメンバーとともに「リビングラボの事業モデル」、
「プロセスや具備すべき機能」、「サービスプロバイダ・データプロバイダへのインセンティブ」等の検討を行い、リビングラボの
方向性を整理する

Living Lab

事業プロセス 機能

サービスプロバイダ

データプロバイダ

リビングラボ利用の
インセンティブ

リビングラボでの
事業開発

データ提供の
インセンティブ

データ提供

– 価値提案
– 価値提供方法・パートナリング
– 収益・コスト構造

事業モデル

– ビジネスプロセス
– コア・バック業務フロー

– ハード(建物・設備等)
– ソフト(人材・事業運営等)

イメージ

【別紙2】 リビングラボ（デジタルヘルスビジネス拠点）の要件整理2
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5カ年計画（案）
⚫ 「パーソナルデータ分科会」では、“うめきた2期まちびらき”、“大阪・関西万博開催”を見据え、
パーソナルデータ流通基盤とLiving Labの社会実装に向けて、他分科会と連携しながら支援を実施

マイルストン

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

▼パーソナルデータ
分科会設立

▼うめきた2期
まちびらき

▼大阪・関西
万博

パーソナルデータ
流通基盤

Liiving Lab

他分科会との連携（関係する分科会との横串）

アーキテクチャ要件整理

ルール・制度要件整理

他分科会との連携（関係する分科会との横串）

運営主体検討

リファレンス策定

運営モデル精緻化

先行社会実装支援 社会実装支援

先行実装準備支援

運営支援

運営開始準備支援

運営拡大・持続可能なモデルの構築支援
運営モデル整理



目標

BiocK 分科会

デジタルバイオヘルス分科会

社会課題分野 ヘルスケア

取り組み内容 総合産業都市 （共創の場 COI-NEXT) 

リーダー機関 国立研究開発法人国立循環器病研究センター

⚫ 近畿圏のPersonal health record (PHR) と
electronic health record (EHR)を産業化につなげ
る取り組みを推進できる体制の構築

方針

⚫ ＪＳＴ共創の場支で支援されている ”世界モデルとなる自律成長型人材・技
術を育む総合健康産業都市拠点”の健都（北大阪健康医療都市）をモデル
ケースとして近畿圏企業との連携を拡張していくことにより近畿圏の産業
活性化と住民への還元を促進する。

健都での検証

２０２2下半期

２０２５万博までに

恒久的継続

近畿圏全体への浸透

吹田ＳＳＴ住民での浸透率確認

神戸・徳島への拡張
（核となる大学・企業連携の開始）

２０２１

国立循環器病研究センター

産官学連携



◼ 吹田市健康医療部健康まちづくり
◼ 健都“共創の場”構想

PHR
ワクチン接種

乳幼児健診
事業主健診

妊婦健診

がん検診・骨粗しょ
う症検診・ 特定健診

ＥHR
画像情報・薬剤情報

マイナポータル

研究促進(電子化）

ＮＤＢ

ＬＤＩ

Ｊ－ＭＩＭＯ

自治体サーバー

電子カルテ情報

特区？：マイナンバーとの連結

情報提供と啓発活動

研究情報 （ゲノム、マイクロバイオーム）

ＡＩ

介護情報

母子保健法・学校保健安全法・医療保険各法・労働安全衛生法・
高齢者医療確保法・健康増進法

支払基金サーバー

デジタルヘルスケア構想（住民のための健康・医療・研究データ管理と2次利用）

30

Research 
Data

JPKI
HPKI

ＬＤＩ Ｊ－ＭＩＭＯ
NPO 日本医療ネットワーク協会

認定匿名加工医療情報作成事業者 （ＬＤＩ 28、Ｊ－ＭＩＭＯ 48 ）

認定医療情報等取扱受託事業者 （NTTデータ、ICI/日鉄ソリューションズ）

至適医療
（治療・介護）

予知・予測医療
健康増進啓発

社会還元

同意 抽出
吹田市

被保険者番号
吹田市民番号

オンライン資格確認

次世代医療基盤法

アカデミアサーバー

保健医療情報の利活用

成長戦略フォローアップ （令和元年6月21日閣議決定） 規
制改革実施計画・デジタル・ガバメント実行計画（12月20日
閣議決定）

ＰＨＲの推進に関する検討会 （永井座長） 厚労省 内閣官房
総務省 文科省 経産省

医薬基盤健康栄養研究所



標準化
HL7

DICOM(Digital Imaging and Communication in Medicine)

SS-MIX

医療情報の電子化促進

デジタルヘルスケア構想（充実した迅速な医療提供と健康増進）

退院時サマリー
通院サマリー

デジタル庁での特定健診結果からさらに、母子保健、ワクチン
情報、医療介護情報など

医療データ共有システムと患者住民自身の意識改革

病院間連携促進

ID-Link 

HumanBridge

同意

オンライン資格確認マイナポータル ＰＨＲ



バイオコミュニティ関西
メンタルヘルス分科会 紹介資料

リーダー機関 塩野義製薬株式会社

分科会代表者 取締役副社長 ヘルスケア戦略本部長 澤田拓子

分科会リーダー 医薬研究本部 先端医薬研究所長 水川貴史

DX推進本部 デジタルインテリジェンス部長 小林博幸

社会課題分野 ：ヘルスケア

中項目 ：社会生産性の向上
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メンタルヘルス、精神疾患に関する課題

予防～治療、治療後のサポートまで、
すべての段階に課題が多数存在

➢ 精神疾患は患者さんだけでなく、患者さんの周囲(家族・社会)にとっても影響
が大きい

➢ 精神疾患患者は増加しており、課題解決が必要である

• 患者自身が「病気である」と認識できず受診まで時
間を要してしまい悪化する

• 早期診断が確立しておらず、治療しても再発してし
まう可能性があり、社会復帰が難しい

• 多様な症状が混在し、診断が難しい

• 働き盛りの40代に患者さんが多く、経済損失も大き
い (経済的便益の推計学で約2兆7000億円)

• COVID-19の影響による患者数増加が予想される

精神疾患を有する外来患者数の推移1)

（疾病別内訳）

1) 厚生労働省第１回精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る検討会資料より
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BiocKでの取り組みイメージ

②データ解析
日常生活における各種変化とメンタルヘルスの関係を解析

・ストレスチェック
・睡眠アドバイス

日常生活データ（行動量、行動パターン等）や生体データ等、様々な情報を収集・解析

生活アドバイスによるメンタルヘルスの予防

③日常生活における変化を捉えた
予防、啓発

④客観的データを用いた診断補助

目に見えないメンタルヘルスの定量指標
による診断デバイスの研究開発

脳波 表情 声

①精度の高いデバイスを用いたより信頼性の高い情報を収集

・血液
・尿
・汗 など

・脳波
・表情
・声

×

：オープンイノベーション

日常生活
（家庭・学校・職場・施設等）

• 行動量
• 行動パターン

×

・運動アドバイス
・食事アドバイス

得られた情報から、メンタルヘルスの予防、啓発、診断ソリューションを開発

予防、診断につながる情報を収集する

様々なデバイス、モニタリング、コ
ンテンツを用いてデータ収集、解
析を行う

脳血流（例）

クリニック、病院での
早期診断をサポート

睡眠
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メンタルヘルス分科会の活動方針

精神疾患の症状ベースで予兆検出の指標の探索

産後うつ うつ
症状に基づく
精神疾患全般*

早期診断システムを、産後うつからうつへ、さらに他の精神疾患へと展開
➢ 2025年までにうつ病 に対する早期診断システムをつくる
➢ 精神疾患の診断を一新するシステムを創出する

➢ 少子化、出産年齢の高齢化、コロナ禍による影響等で罹患者が増
加している産後うつから着手

➢ 精神疾患との関連が深い睡眠関連データなど日常生活データや生体
データ等、様々な情報を収集・解析

➢ 各種取得情報と精神疾患の関連性エビデンスの取得および実証
（例；睡眠障害とうつ病との関連性など）

*COVID-19の後遺症のひとつであるBrain fog等も想定

•確定診断指標や診断
方法の提供

•最適なソリューション
の提案

•日常生活における変
化を捉えた予防・啓発

•客観的データを用いた
診断補助
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2025年までのアクションプラン

アクション

アクション
詳細

•研究開始に向けた基盤
整備・プランニング

•データ取得が可能なデ
バイスの選定

•研究パートナーの選定

•研究協力者の募集
(研究協力者がメンタルヘルスの不
調をきたした際には、医療関連施設
(セラピスト含む) への紹介を行う)

•うつの発症を予兆でき
る手法の開発

•プロトタイプ版による
モニターの実施

•他の精神疾患・症状を
有する研究協力者の募
集

•出産前後の被験者デー
タの取得

•産後うつの症状の有
無・重症度とバイタル
変化の解析の実施

•うつ病患者の研究協力
患者の募集

2022年度 2023年度 2024年度

•妊産婦を対象とした研
究

•治療の早期介入を可能
にする手法開発

•他の精神疾患への展開
準備

2025年度

•うつ病患者を対象とした
研究

•うつ病患者のデータ取得

•産後うつで見出した指標
のうつへの展開性検証

•うつ症状の有無・重症度
とバイタル変化の解析の
実施

精神疾患の予兆検出の指標探索・手法の開発を行い、
2025年の大阪万博での研究成果の発表・実証を目指す



アクションプラン （１）イノベーションの促進
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社会課題解決のためのオープンイノベーションを推進する責任あるコンソーシアム(分科会)を組成し、

1企業、1研究機関では 解決できないテーマを取り上げて挑戦する
① 企業発オープンイノベーションの促進

✓ 関西企業を中心にテーマを募集し、中核企業が経営層のコミットメントを得て責任あるリーダーとなる
✓ リーダー企業が中心となって関西にとどまらず国内外の関連機関を巻き込んで分科会を組成し、運営する

② 産学官連携プロジェクトとの連携
✓ 国や地方自治体が推進している産学官連携プロジェクトと連携し、必要に応じて分科会に位置づける
✓ 他の分科会との連携を図るなど、BiocKのネットワークを活用して全体としての成果の向上をめざす

課 題

ベンチャー化のマインド、人材、資金が不足
海外からの認知度が低い
特に開発後期を担うベンチャー数が極端に少ない

取組みの方向性

CXO人材の育成(事業計画策定、知財確保など)
シリーズB以降の資金調達
大阪・京都・ひょうご神戸コンソーシアム、KSAC、KSIIと協力
既存の枠組みにとらわれない資金提供の仕組の提案

スタートアップの経営を担う CXO人材の不足
バイオ製造にかかわる人材の不足

人材交流によるCXO人材発掘プログラムの立ち上げ
起業家マインド育成のための高校生へのアプローチ
バイオ製造人材育成プロジェクトとの連携

バイオ製造技術の確立には、技術開発と先行投資が必要
バリューチェーンを構築できれば大きな強みとなる

バイオ製造技術、細胞製造技術に関するプロジェクト強化
CDMO、CMO、事業会社のバイオ製造拠点の利活用

バイオ関連データの収集・統合・利用のルール作り
持続的に運用可能なシステムの構築

関西発のデータ連携システム構築
Society 5.0の実現

全ての活動のベースとなる以下の課題については特に注力し、分科会を立ち上げて取り組む

スタートアップ支援

人材確保

バイオファウンドリ

データ連携と津活用

カテゴリ
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✓ 連携強化
東京圏(GTB*)
地域バイオコミュニティ
関西圏バイオ関連機関
全国バイオ関連機関

✓ 連携機関登録

✓ 海外バイオイベント**への参加
✓ BioJapan の活用
✓ 個別交流
✓ 海外交流イベントの実施
✓ 海外ビジネス展開支援

国内連携 海外交流

✓ バイオ戦略トークセミナー
✓ 異分野融合促進セミナー、交流イベント
✓ 連携機関との共同事業の実施
✓ バイオエコシステム形成にむけての議論

相乗効果創出

人材・投資の呼込み

新産業創出

バイオエコシステムの形成にむけて

** Bio International(米)
Bio Europe(欧)
Bio Asia(日)

これまでの活動
✓ 100以上の機関と面談
✓ 連携機関への登録推進
✓ バイオ戦略トークセミナーの実施
✓ 関連セミナーの共催、後援、協力

* Greater Tokyo Biocommunity
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✓ 世界にアピールする大きな
チャンスであり、BiocKとし
て実証実験に参画する

✓ これを契機として、社会実
装を実現していく

✓ 大阪・京都・神戸の認知度は
高いが、関西の認知度は低い

✓ バイオ情報を関西全体として
発信することにより、関西ブラン
ドの価値向上、認知度向上
につなげる

✓ 関西の活動・ポテンシャルの
情報発信

✓ 市民を巻き込んだ情報発信

✓ 経済安全保障に関する
情報発信

ロゴ、ホームページ、パンフレット、動画、セミナー、シンポジウム、個別面談、他

関西ブランドの構築 大阪・関西万博2025関西バイオ情報の発信

ホームページ
https://biock.jp/
バイオコミュニティ関西 BiocK

英文ページ作成予定
(2022年度)

これまでの活動

✓ ロゴの制定(2021年12月)
商標登録準備中

✓ ホームページ開設(2022年1月)

✓ 記者発表(2022年2月1日)

✓ 10数回にわたって種々のセミナーに登壇し、
バイオコミュニティ関西の活動を紹介

https://biock.jp/

